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１Ｆ０５ 

分離戦略の帰結としての制度複雑性の析出 

─オープンイノベーションを題材とした定性研究─ 

 

 
○舟津昌平（京都大学大学院経済学研究科博士後期課程），椙山泰生（京都大学経営管理大学院） 

 

 

 
1. はじめに 

 本研究の目的は，企業組織における制度ロジック(institutional logic, Friedland and Alford, 1991; 佐
藤，2003，以下 IL)の多元性を理論的テーマとして，インバウンド型のオープンイノベーションマネジ

メント(Chesbrough et al., 2006)を制度的多元性下における「分離戦略」(Dalpiaz et al., 2016)であると捉え

たときに，その「戦略」の実行がどのような帰結を迎えるかについて検討することにある． 
 IL は理論的発展の余地が大きい概念であり(佐藤，2003)，近年も多くの研究が蓄積されている．それ

ら研究の文脈では，制度ロジック多元性(logic multiplicity, 以下 LM)はきわめて普遍的な制度環境である

ことが共有されている(Martin et al., 2017)．しかし，LM 下の IL 同士は常に共存できるとは限らず，LM
はときに，企業活動を妨げる制度複雑性(institutional complexity, Greenwood et al., 2011，以下 IC)を生

じさせ得る．LM や IC に関する先行研究では，IC が引き起こすコンフリクトを低減するための企業の

主体的・意図的な戦略が主な論点になっており(e.g. Besharov and Smith, 2014)，IL 同士をブレンディング

する(Mair et al., 2015)，両立および保持する(Reay and Hinings, 2009)などの戦略が提示されてきた． 
 本研究では，科学的研究から生まれた知識の事業化における「科学ロジック」と「事業ロジック」と

いう 2 つの IL(Kitchener, 2002)を題材とした上で，これら概念枠組みを企業のイノベーションマネジメン

トに適用する．すなわち，従来，企業において目指されてきたインダストリアルリサーチ(Rosenbloom and 
Spencer, 1996)とは，科学ロジックと企業ロジックとをブレンドしようとするブレンディング戦略

(Battilana and Dorado, 2010)であり，対して近年実務・学術の両面において興味が高まっているオープン

イノベーション(Chesbrough et al., 2006)は，意図的に科学と事業とを分離させる分離戦略(Dalpiaz et al., 
2016)であると捉える．分離戦略とは，異なる制度主体同士を意図的に隔離することで多元性によるコン

フリクトを回避し，各々のミッションに集中させることで各々の制度環境におけるアドバンテージを享

受しようとする戦略である．インバウンド型のオープンイノベーションとは，知識の創造主体を自社外

に委ね，自社では知識を移転し事業化するという役割のみを果たすことでイノベーションを達成しよう

とする手法であり，科学研究コスト・リスクの軽減，科学と事業とのコンフリクトの低減などがメリッ

トとして主張され，産業界でも広がりをみせている．だが，そのような分離の試みに，問題はないのだ

ろうか．企業にとって意図せざる，予想できないような帰結を迎えることはないだろうか．オープンイ

ノベーションに代表される「分離戦略」がどのような帰結を迎え，それは企業にとって意図されている

のか，対応可能なものであるか検討することが本研究の目的である． 
 

2. 制度ロジック多元性と科学的研究の事業化 

 IL 研究は，LM を前提とすることで，制度変化や制度の多様性を説明し難い，個人，組織，業界のイ

ンタラクションを説明し難い，といった従来の制度理論における理論課題を解決する示唆を提示してき

た．しかし，LM 下に置かれることそのものが，企業にとっては諸問題を引き起こす原因ともなり得る．

LM 下において，コンフリクトのために IL 同士が両立不可能である状態を特に IC と呼び，IC に関する

研究では，IC が生み出すコンフリクトとその解消に主眼が置かれている．他方で，IC のコンフリクト

を過大視することよりも，IC がイノベーションを創出する機会であると肯定的に捉える研究もある

(Battilana and Dorado, 2010; Dalpiaz et al., 2016)．しかし，IL を複合することは危険でもあり，失敗の可

能性を多分に含む(Battilana and Dorado, 2010)．このように魅力的な機会として IC を捉える研究ですら，

IC 下において生じたコンフリクトが問題をもたらし得ることは是認しているのである．LM 下における

コンフリクトの多寡を決定する要因として，ドミナントな IL の数と性質が挙げられる(Besharov and 
Smith, 2008)．LM に対処する企業の戦略とは，組織におけるドミナントな IL をどのようにコントロー
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ルするかに焦点があるといってよい． 
 本研究では，企業のイノベーションマネジメントを上述のような制度論的見地から分析する．従来の

企業では，「インダストリアルリサーチ」とよばれる研究が目指されていた．すなわち，重量級プロダ

クトマネジャー(Clark and Fujimoto, 1991)やゲートキーパー(原田，1999)とよばれる機関が橋渡しを担う

ことで，研究と事業とを結合させイノベーションに導くという手法である．だが，「中央研究所ブーム

の終焉」と共に企業による研究開発への投資は縮小傾向にあり，同時に知識の源泉を企業の外部に求め

るオープンイノベーション(Chesbrough et al., 2006)に注目が集まっている．先述の通り本研究は，オープ

ンイノベーションを，科学的研究の担い手と知識を活用し事業化する担い手を様々な面で分離しようと

する手法であると捉える．制度的見地からしても，科学ロジックが最もドミナントとなる研究主体と，

事業ロジックが最もドミナントとなる事業主体とを分離することで，双方が交わるコンフリクトを軽減

し，イノベーションを達成しようという意図が含まれているといえる． 

 だが，このような「分離戦略」に対する批判的検討は乏しい．そもそも従来のインダストリアルリサ

ーチにおいて「橋渡し」が重要視されてきた背景には，科学と事業とが必ずしも軌を一にする営みでは

ないため，同期させることが困難であることが考慮されてきた．対してインバウンド型のオープンイノ

ベーションにおいてはそういった文脈はあまり振り返られることがなく，分離することによってコンフ

リクトが低減され，イノベーションマネジメントの実行に好影響を与えると前提されている．こうした

企業の意図的戦略は，どのような帰結を迎えるだろうか．意図せざる結果を招いたりすることなく，当

初の想定通り分離が行われ，イノベーションが達成されるだろうか．そういった問題意識のもと，企業

による「分離戦略」がどのような帰結を迎えるのか考察することが，本研究の目的である． 

 

3. 研究方法 

 本研究は単一事例を対象としたグラウンデッドセオリーアプローチ (Corbin and Strauss, 2008)を採用

する．なお，定性的データを帰納的に分析する立場をとる一方で，分析に際しては適宜演繹的解釈を伴

わせている．対象事例は，A 社と B 社との間で行われたオープンイノベーションプロジェクトである．

同プロジェクトでは，A 社がもつ科学的知識を B 社に移転し，B 社において知識を用いた事業化を行う

ことが目的として共有されていた．よって，プロジェクトの活動内では，移転される知識の背景となる

「専門ロジック」と，事業的成功を重視するゆえの「市場・企業ロジック」とが影響を及ぼしあう LM
が発生すると考えられる．また分析に際して，同プロジェクトにおける「事業テーマ」の選定に注目し

た．事業テーマの選定はプロジェクトにおいて非常に中心的な課題であり，ドミナントな IL がテーマ

の選定に影響を及ぼすことで，テーマの選定からドミナントな IL が分析可能となると考えるからであ

る．本研究のデータソースは，(1)米国企業である A 社，日系企業である B 社，A 社と B 社の仲介を担

当した C 社，の各社員への直接インタビュー(英文・和文，15 名に対して延べ 18 回実施)，(2)25 回に渡

る会議やワークショップへの参与観察，およびインフォーマルな幅広い観察とコミュニケーション，(3)
社内文書等の資料，から構成している． 
 
4. オープンイノベーションプロジェクトにおけるテーマの選出と制度ロジック多元性 

  本プロジェクトは，第三者たる C 社の仲介によって，B 社の経営トップに A 社からのオファーがあ

ったことを契機として実現した．A･B 社の経営トップによる話し合いの結果，両社からメンバーを動員

し，プロジェクト活動を通して A 社から B 社への知識移転を行うこと，その後受容先の B 社側で事業

を立ち上げること，が決定し，プロジェクトが開始された．移転される知識は「エスノグラフィの手法」

であり，B 社にとって非常に新奇的であったため，事業化によって今までの B 社にはないような価値を

もたらすことが期待されていた．プロジェクトの構成メンバーは，A 社側はほぼ全員が専任的に研究業

務に従事する「研究者」であり，B 社側は「研究者」であったものの，より事業化意識の強い業務に従

事していた．本プロジェクトを通して，合計 4 つの事業テーマが選定された． 
 まず，最初のテーマは「テーマ 1：ホワイトカラーの生産性向上」に定められた．B 社のメンバーの

多くがかねてから同テーマに携わる業務に従事していたことから，経路依存的に採用されたテーマであ

った．しかし，B 社がソリューションビジネスにより力を入れ，強みを持ちたいと思っていること，A
社から知識について説明を受けるうちに既存のテーマよりもプロポーザルライティングシステムのほ

うが適していると判断されたことなどを理由に，テーマはすぐに「テーマ 2：プロポーザルライティン

グシステムの開発」に変更された．テーマ 2 が選定されるまでの間，B 社は経営陣・メンバー共に強い

事業意識を持っており，「期間が限られている中で，結果を見える形で示す必要がある」，「事業部門に
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還元していく」など事業ロジックを強く反映した発言が多く見られた．他方で知識に関して B 社のもつ

情報は非常に乏しかったため，移転される知識をどのように事業化するのかという具体性はあまり備わ

っておらず，科学ロジックの影響は殆どみられなかった．対して，知識の移転者である A 社側では，科

学ロジックの影響が強くみられた．A・B 社間にこのような認識の差があったことで，知識の移転が滞

るという大きな問題が発生していた．B 社は移転が難航したことに問題意識をもち，積極的にコミュニ

ケーションを図り研究者としての A 社メンバーを理解することで，移転を促進しようと試みた．結果と

して知識の移転は促進に転じ，同時に，「テーマ 3：エスノグラフィ(という知識)のスキルを広めていく」

という新たなテーマが出現した．知識の移転が進む中で，テーマ 2 よりも大きな事業的成功をめざすた

め，エスノグラフィをより社内に広めていくべきでないか，と考えられたためであった．この背景には，

B 社メンバーは知識を吸収するために，「研究者として」A 社とコミュニケーションをとることでより

科学的価値を理解し移転を促進させようと試みたという，科学ロジックの強い影響がある．他方で，B
社メンバーにおける事業への意識は，継続して強く持たれたままであった． 
 テーマ 2･3 が共存してプロジェクトが進行する中で，「エスノグラフィという科学的知識が事業に貢

献し難い」という B 社の経営陣の意向によって，一度既存のテーマを棄却し，新たなテーマを選定する

こととなった．B 社メンバーが社内で活用先を探した結果，「ヘルスケア事業部」に興味を示してもら

うことができたため，新しいテーマとして「テーマ 4：ヘルスケア事業での活用」を設定した．しかし，

ヘルスケア事業部でも，知識をすぐに事業に活かせる機会が見当たらなかったため，結局知識は事業に

活用されないまま，プロジェクトは終了してしまった．B社の経営陣がテーマ 2･3を棄却した背景には，

強固な事業ロジックが作用していた．知識の科学的意義は是認しつつも，事業ロジックをより優先する

ことによって科学ロジックとの間にコンフリクトが生じ，結果として科学ロジックを色濃く反映したテ

ーマ 3 を棄却したのであった．だが，科学ロジックを強めていった B 社メンバー間においても，事業ロ

ジックはドミナントなままであった．また B 社メンバーは科学ロジックをよりドミナントに捉えること

によって知識の吸収と移転に成功し，研究者としては一定の成果を得ていたことが確認できた． 
 

5. 分離戦略の意図せざる帰結：制度的複雑性の析出 

 本事例において B 社側では，一貫して事業ロジックがドミナントな IL として存在していた．しかし，

テーマ 3 の出現の前後からメンバー間で科学ロジックがよりドミナントになり，結果として事業ロジッ

クとのコンフリクトを生み，経営陣によって科学ロジックは排除の対象となった． 
 まず，サブロジックとしての科学ロジックの出現は，あくまでも事業ロジックの推進によって生じた

ことに注目する．B 社では当初からプロジェクトメンバー・経営陣共に，「事業的成功を第一のミッシ

ョンとする」など事業ロジックを強固にドミナントに据えていた．但し，本事例における事業とは，あ

くまでも科学的知識を用いることを定義に含んでおり，正統的に事業を行うためには科学的知識を移転，

保有，活用する必要があった．また当該知識は暗黙性が高いこともあって，A 社が依拠する科学ロジッ

クを理解した上で移転に臨まないといけなくなった．つまり，B 社メンバーは事業ロジックのミッショ

ンを遂行し正統性を獲得するために，科学ロジックを自身の実践により強く反映させたのである．専門

的知見を優位性の源泉として活用する事業の場合，事業ロジックが強固に単一的であるようにみえても，

根源的に専門ロジックが内在しているのである．一見して単一にみえる IL に，実は多元性が内在して

いることは，留意すべき発見事実である． 
 次なる論点は，とはいえ不可避的に多元性が生じるのだとしても，単一のドミナントな IL として事

業ロジックが強固である限りは，コンフリクトを回避できるのではないかという問題である．本事例で

は，科学ロジックが出現しドミナントになっていったものの，なおも B 社における事業ロジックが強固

であることは，A･B 社双方のインタビューからも確認できた．それでも科学ロジックが台頭し，結果と

して科学ロジックが事業ロジックによる否定を受けたメカニズムは，次のように解釈できる．ある IL
は別のサブ IL を自らに内在させているが，サブ IL は通常は顕現せず，ドミナントな IL の構成要素の一

部として機能するに止まっている．ところが，本事例ではプロジェクトが進むにつれて，移転のために

は科学的知識に対する深耕を強めないといけないことが判明した．そのため，プロジェクトメンバーは，

事業ロジックに内在する科学ロジックをよりドミナントなポジションに捉えプロジェクトに携わった．

すると，成員の一部がより科学ロジックに傾倒していくために，サブ IL が「析出」するかのように顕

現し，LM を生じさせる．そのようにして強まった科学ロジックは，事業ロジックが強固な成員にとっ

ては異物であると認識され，コンフリクトを生み，排除の危険性に晒されるのである．なお，ドミナン

トな IL に内在する一部分であったはずのサブ IL がしだいに顕在化し，ドミナントな IL とのコンフリク
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トを起こし排除されるという帰結は，一見過不足なく溶解しているようにみえる水溶液中の混合物が，

バランスの変化によって「析出」し，異物として排除されてしまう現象に例えることができる．これは，

単一な主体同士に分離することを意図したにも関わらず分離した先で結果的に多元性が出現してしま

っている点，単一な IL を推進しようとする意図があるがゆえに，析出した IL を異物として認識してし

まう可能性が高い点で，分離戦略における意図せざる罠であるといえる． 

 

6. 結論と議論 

 本研究では，事例の解釈を通して，単一なロジックに内在する LM が析出によってコンフリクトを引

き起こし，分離戦略が意図せざる帰結を迎えるメカニズムを提示した．専門的知識が事業の優位性の源

泉となる事業では，専門性による LM が，予め事業ロジックに内在している可能性がある．一方，コン

フリクトを避けるために専門ロジックを遠ざけると，事業において専門性を源泉とする優位性を享受で

きないというジレンマが発生する．本研究が提示する論点は，一見すれば単一のロジックを強固に維持

している組織であっても，専門ロジックを内在させていればいずれ不可避的に導かれるものであり，境

界を超えた適用可能性が高いと考えられる． 
 本研究の貢献について，まず「分離戦略」の問題点を指摘した点にある．制度主体を切り離したとこ

ろで LM が内在し，複雑性が「析出」するのだとすれば，分離戦略はコンフリクトを回避する方策とし

て有効でなくなる．そのように，既存の IC やコンフリクト回避における議論は，多元性が内在すると

いう論点を見落としている点で不十分であり，本研究は新たな論点を提供している．また，理論的貢献

は 2 つある．まず，科学と事業の関係について制度論の観点から議論した点である．次に，「純然たる

IL」という理論的想定に対する疑義である．従来の制度論研究では，「基軸となる 7 つの IL」が定めら

れ，それらが LM を生み出すとされており(Thornton et al., 2005)，この文脈は分離戦略の背景ともなって

いる．しかし，本研究のようなケースでは，科学ロジックと事業ロジックとの根源的な混淆が存在する．

この 2 つのロジックが不可分な関係にあるのだとしたら，「純粋な単一のロジック」を措定すること自

体が誤りを含み得ることを指摘した点が，本研究の貢献である． 
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